
/ ち
叫記

第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係) ヽ
(11

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 《囲 児 ・変 更)

つては、名称及び代表者の
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又 1:

京都府綾都市城山町 8番 地

特定事業者の
主たる業種

スチ ッ

該当する事業
者要件

レ 京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原担に換
算 して1,500キロリットル以上))

「 京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

r塞警早彗釜尼漫箕譜餐奮母警算掃母1震九足台寄
4号該当事業者(その他の温室効果ガスの大規模排出事

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成 2 0  年 3 月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善により186%の 温室効果ガスの削減を 目指す。

推 進 体 制 工場長 を トップに環境 ISOを 推進 し省エネル ギー ・廃乗物削減計画及び月例進捗管理 を実施 している。

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

ユ

18～ 19 空気圧縮機 元圧設定値を02Mpaな くし消費電力畳を89Mwh/年 高J減する

18～ 19 空調設備 エアハン ドツングユニントのファンの回転数を落とし消費電力を131 7Mw h/年 削減する

18～ 19 空調設備 ブースターファンの問引き運転で消費電力を63 9Mw h/年 削減する

18～ 19 成形設備 排気プロアーの風畳閉整を′くルブからインパーターに変更し消費電力を37 9Mv h/年 高り減する

18～ 19 照 明 昭明用堂光灯を滋らすことで消費電力を49Mwh/年 削減する

温室効果ガス
の排出量等 りF出区分

基 準 年度 く実績 )

( 17 )年 度
〈二離化炭素張算 〈t))

日僚年度 (計山)

( 19 )年 度
(二酸化炭素換算 〈1))

日J版挙

(計画)
(°/)

A事 業所等排出区分 5,125 t 5,029 t - 1 8 6 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 ■,                5,125  t ■2               5,029 t - 1 8 6 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量

等

対策等の区分
目標年度 (計画

〈二酸イヒ炭素換寡 (t

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収量) t

府内産の木材の利用 (利用と) m〕 (削減畳) |

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

(発電畳 ) kwh 〈肖u滅畳) t

(熟供給畳) CJ (削減畳) t

グ リー ン電力の購入 (購入量) ktrl (削減量) t

削減量等合計 t

差引りF出量

(り,出合計―百J減与合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
■1               5,125  t (●2卜(`3)         5029 2  t =186%

特 記 事 事 ユ増差対応のためエネルキー消費量は増加 しているが、全構成員あげて環境マネジメン
雪薬物削減、グリーン購入等に取 り組んでいる。 しかし生産設備を省エネルギーのため
「する上で困難が多く、主に付帯設備関係の条件設定及び運用管理の改善により省エネ

卜活動を推進し省エネルギー、
に条件変更することは品質を孫
ルギー活動を実施している。

連 絡 先 担 当 部 署

担 当 者  氏  名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

と

を子旨雪3B揖 告どよ:3暑 ,営 i告 骨;J彗 湯岳;昏 ]を 俳

薔品言
喬盟晨控邑言語言督写士

よ レ 印υ)記入は不要です`  |

功夕)ためのエネルギーの慣月に伴い発生する温全効果ガスを  fr
とは 自 動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする0両 の排出する温室効果ガスを、鉄遺事業者につい
両又は旅客草高の排出する温章効果ガスを 「その他排出区分Jと は 上 記以外の京都府内における事業所年の事業活動にF
果ガスをいいます。

4 f特 記事項Jに は 平 成 2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー原単位COカ ト出曇 省 エネ製品開
果〃ス排出削減への貢献、グリーン調達の採用 特 定フロンなどの条例指定外′)温室効果ガスのHJ演などを記入してくださ1


